
第３次府中市住宅マスタープラン施策事業進捗評価表

対応事業 実施概要

現行計画の位置づけ
■：継続　☆：新規・拡充

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 年次不定

基本方針１　みんなが安心して暮らせる住まいづくり（住まいの安定確保について）

■市営住宅の運営

▼新規入居者の募集（11
戸）
▼第八新町住宅外壁等改
修工事、第十南町住宅外
壁等改修工事、入居前修
理、その他小規模修繕等
を予定通り行った。

▼新規入居者の募集（23
戸）
▼市営第五是政住宅給水
ポンプ改修工事 ・市営第
十六・十七・十八小柳町住
宅屋上改修工事 ・入居前
修理、その他小規模修繕
等を予定通り行った。

▼新規入居者の募集（8
戸）
▼市営第十四分梅町住宅
外壁及び屋上防水等改修
工事 ・入居前修理、その
他小規模修繕の実施等を
予定通り行った。

▼新規入居者の募集（25
戸）
▼市営第一武蔵台、第八
新町住宅共用廊下及び階
段床維持改修工事 ・入居
前修理、その他ガス漏れ
警報器交換工事、小規模
修繕の実施等を予定通り
行った。

▼新規入居者の募集（21
戸）
 ▼市営第三本町住宅昇降
機設備維持改修工事、市
営第九新町住宅外壁及び
屋上防水等維持改修工
事、入居前修理、その他小
規模修繕等を予定通り
行った。

▼新規入居者の募集（18
戸）
▼市営第二矢崎町住宅南
昇降機設備維持改修工
事、同住宅共用廊下及び
階段床維持改修工事入居
前修理、その他小規模修
繕等を予定通り行った。

（計画）
・新規入居者の募集
・市営第二の二本町住宅
解体工事、市営第八新町
住宅屋根吹き替え工事等
・入居前修理、小規模修繕
等の実施を予定
・第2次公共施設マネジメン
ト推進プランに基づき、市
営住宅管理業務への管理
代行制度、もしくは指定管
理者制度の導入を検討す
る。

老朽化の進む施設の改修と
長寿命化を計画的に推進し
ながら、居住環境の質を確
保しつつ、所得超過世帯に
対して住み替えを促すなど、
適切な運営に努めてきてい
る。
市営住宅管理業務への管理
代行制度等の導入に向け
て、着実に協議を進めること
ができた。

◎ 住宅課

☆子育て世帯の入居機会
の確保・拡充策の検討

平成26年度以降の新規・拡
充事業等はない。
※以前より、ひとり親家庭に
対する優遇抽選を実施して
いる。

〇 住宅課

■社会福祉協議会による
生活支援に係る情報提供

社会福祉協議会のHPにて
助成金等の情報を公開

継続して実施してきた。 ◎ 地域福祉推進課

☆住まいに係る相談窓口
の充実の検討（公営住宅
に入居できない場合の相
談など）

住宅セーフティネット住ま
い相談の新設

令和2年7月に、「府中市居住
支援協議会」を設立。当協議
会の主要事業として、住宅確
保要配慮者を対象とした相
談窓口をスタート。

◎ 住宅課

■住宅改修支援（高齢者
自立支援住宅改修給付事
業・介護保険住宅改修）

▼住宅改修予防給付 給付
件数 26件
・住宅設備改修給付
浴槽、給湯設備の交換等
給付件数 79件
流し、洗面台の取替等 給
付件数 2件
便器の様式化 給付件数
11件
▼住宅改修支援助成事業
助成件数224件

▼住宅改修予防給付 給付
件数 30件
・住宅設備改修給付
浴槽、給湯設備の交換等
給付件数 80件
流し、洗面台の取替等 給
付件数 5件
便器の様式化 給付件数
15件
▼住宅改修支援助成事業
助成件数230件

▼住宅改修予防給付 給付
件数 23件
・住宅設備改修給付
浴槽、給湯設備の交換等
給付件数 83件
流し、洗面台の取替等 給
付件数 0件
便器の様式化 給付件数 5
件
▼住宅改修支援助成事業
助成件数 201件

▼高齢者自立支援住宅改
修給付事業
・住宅改修予防給付 給付
件数 19件
・住宅設備改修給付
浴槽、給湯設備の交換等
給付件数 79件
流し、洗面台の取替等 給
付件数 2件
便器の様式化 給付件数
11件
▼住宅改修支援助成事業
助成件数 196件

▼高齢者自立支援住宅改
修給付事業
・住宅改修予防給付 給付
件数 12件
・住宅設備改修給付
浴槽、給湯設備の交換等
給付件数 42件
流し、洗面台の取替等 給
付件数 0件
便器の様式化 給付件数 8
件
▼住宅改修支援助成事業
助成件数 150件

▼高齢者自立支援住宅改
修給付事業
・住宅改修予防給付 給付
件数 16件
・住宅設備改修給付
浴槽、給湯設備の交換等
給付件数 11件
流し、洗面台の取替等 給
付件数 1件
便器の様式化 給付件数 7
件
▼住宅改修支援助成事業
助成件数 130件

（計画）
▼高齢者自立支援住宅改
修給付事業 継続実施
住宅改修予防給付
住宅設備改修給付
▼住宅改修支援助成事業
継続実施

継続して実施してきており、
制度の活用の安定した需要
が見受けられる。

◎

高齢者自立支援住宅改修給付事業については、
平成29年度の事務事業評価において「要見直し」
の判定を受け、事業のあり方について再検討し、
制度改正等を行ったことから、実績件数は近年
減少している。

介護保険課

■市営住宅での高齢者世
帯の優遇策（優遇抽選）の
実施

▼一般募集：6月　7戸
▼一般募集を実施する中
で優遇抽選を行っている

▼一般募集：6月　10戸
▼一般募集を実施する中
で優遇抽選を行っている

▼一般募集：6月　7戸
▼一般募集を実施する中
で優遇抽選を行っている

▼一般募集：6月　22戸
▼一般募集を実施する中
で優遇抽選を行っている

▼一般募集：6・1月　18戸
▼一般募集を実施する中
で優遇抽選を行っている

▼一般募集：6・12月　17戸
▼一般募集を実施する中
で優遇抽選を行っている

▼一般募集：6月　12戸
▼一般募集を実施する中
で優遇抽選を行っている

継続して実施してきた。 ◎ 住宅課

■高齢者住宅の運営

入居者の安否確認、退去
に伴う部屋の修繕、空き室
への入居事務等の高齢者
住宅の管理運営事業を適
切に実施した。

入居者の安否確認、退去
に伴う居室の修繕、入居募
集事務等の高齢者住宅の
管理運営事務を行った。
新規入居11戸

入居者の安否確認、退去
に伴う居室の修繕、入居募
集事務等の管理運営事務
を行った。 新規入居9戸

▼入居者の安否確認、退
去に伴う居室の修繕、入居
募集事務等の管理運営事
務を行った。 新規入居9
戸。
▼平成30年度に耐用年数
満了を迎える住宅1棟につ
いて、必要な条例の改正、
入居者への住宅廃止の説
明、廃止後の移転先の調
整等を行った。

▼入居者の安否確認、退
去に伴う居室の修繕、入居
募集事務等の高齢者住 宅
管理運営事務を行った。新
規入居8戸。
▼建物の耐用年数を迎え
た高齢者住宅１棟を廃止し
た。
▼民間賃貸住宅の住替え
相談41人
▼保証委託料の助成2件

▼入居者の安否確認、退
去に伴う居室の修繕、入居
募集事務等の高齢者住宅
管理運営事務を行った。新
規入居8戸
▼民間賃貸住宅の住替え
相談37人
▼保証委託料の助成1件

（計画）
▼高齢者住宅において緊
急通報システム等による入
居者の安否確認を行うほ
か、退去に伴う居室修繕、
空室の入居者募集を行う。
▼高齢者住宅における緊
急通報システムの機器の
入替えを行う。
▼市内の関係機関及び市
民へ普及啓発を図る。

継続して実施してきた。

今後、高齢者人口増加が見
込まれることから、高齢者住
宅の供給だけでなく、サービ
ス付き高齢者向け住宅や民
間住宅の活用等による高齢
者のための住宅確保につい
て検討する必要がある。
現状の高齢者住宅では、高
齢者のニーズの多様化に対
応できていないと思われるた
め事業の在り方の検討が必
要である。

◎
継続して居住支援協議会等で公営の高齢者住
宅入居者への支援を検討する必要がある。

高齢者支援課

■あんしん居住制度等の
情報提供

▼あんしん居住制度につ
いては特段の普及啓発は
行っていない（市では、類
似した「救急通報システ
ム」事業を実施している）
▼社会福祉協議会の保証
制度については、「介護保
険ガイド＆おとしよりのふく
し」に記載し周知している

継続して実施してきた。 〇
継続して公営の高齢者住宅入居者への支援を検
討する必要がある。

地域福祉推進課
・高齢者支援課

■民間賃貸住宅の安定入
居策に向けた情報提供（東
京シニア円滑入居賃貸住
宅の情報登録・閲覧制度）

窓口等において、都の制
度の周知を行っている

窓口等において、都の制
度の周知を行っている

窓口等において、都の制
度の周知を行っている

窓口等において、都の制
度の周知を行っている

窓口等において、都の制
度の周知を行っている

窓口等において、都の制
度の周知を行っている

住宅確保要配慮者円滑入
居賃貸住宅（セーフティ
ネット住宅）に関する情報
をHPで公開

継続して実施してきた。 ◎ 住宅課

■サービス付き高齢者向
け住宅の情報提供

府中市内におけるサービ
ス付き高齢者向け住宅の
整備についてHPに公開

継続して実施してきた。 ◎ 介護保険課

■府中市高齢者見守り
ネットワーク事業

「ききされ」を合言葉に高齢
者のさりげない見守りを行
うネットワークの構築。
・ささえ隊養成人数 9,787
人

「ききされ」を合言葉に高齢
者のさりげない見守りを行
うネットワークの構築。
・ささえ隊養成人数12,412
人

「ききされ」を合言葉に高齢
者のさりげない見守りを行
うネットワークの構築。
・ささえ隊養成人数15,698
人

「ききされ」を合言葉に高齢
者のさりげない見守りを行
うネットワークの構築。
・ささえ隊養成人数 延
18,558人

「ききされ」を合言葉に高齢
者のさりげない見守りを行
うネットワークの構築。
・ささえ隊養成人数21,472
人

「ききされ」を合言葉に高齢
者のさりげない見守りを行
うネットワークの構築。
・ささえ隊養成人数23,799
人

（計画）
「ききされ」を合言葉に高齢
者のさりげない見守りを行
うネットワークの構築。
・ささえ隊養成人数24,000
人

「ささえ隊」の育成に取り組む
など、地域包括支援せイン
ターを中心としたネットワーク
構築に取り組んできている。

◎ 引き続き、事業の推進を図る。 高齢者支援課

取組済み：◎
一部取組：〇
取組なし：×

評価住まいづくりの施策 意見・方向性・特記事項等

①公営住宅による住宅
セーフティネットの確保

②安心できる高齢期の
住まいづくり

事業所管課
（又は関係課）

資料６
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対応事業 実施概要

現行計画の位置づけ
■：継続　☆：新規・拡充

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 年次不定

取組済み：◎
一部取組：〇
取組なし：×

評価住まいづくりの施策 意見・方向性・特記事項等
事業所管課

（又は関係課）

資料６

■重度身体障害者（児）住
宅設備改善給付事業

障害者日常生活用具給付
等事業（住宅設備改善工
事）
▼小規模改修 8件
▼中規模改修 10件

障害者日常生活用具給付
等事業（住宅設備改善工
事）
▼小規模改修 6件
▼中規模改修 7件

障害者日常生活用具給付
等事業（住宅設備改善工
事）
▼小規模改修 3件
▼中規模改修 4件

障害者日常生活用具給付
等事業（住宅設備改善工
事）
▼小規模改修 1件
▼中規模改修 1件

平成２８年度から、障害者等
日常生活用具費等給付事業
の中に「住宅設備改善工事」
として位置付けて継続。

◎ 障害者福祉課

■グループホームの運営
支援（運営主体：民間事業
者）

相談支援等を実施 継続して実施してきた。 ◎ 障害者福祉課

■障害者グループホーム
等家賃助成制度

障害者グループホーム家
賃助成制度
実人数　96人

障害者グループホーム家
賃助成制度
実人数　104人

障害者グループホーム家
賃助成制度
実人数　112人

障害者グループホーム家
賃助成制度
実人数　108人

障害者グループホーム家
賃助成制度
実人数　105人

自立支援訓練等給付費事業
で実施。

◎ 障害者福祉課

■地域生活支援センター
の運営

地域活動支援センター事
業（Ⅰ型）を地域生活支援
センタープラザ、地域生活
支援センターあけぼのに委
託。
▼地域活動支援センター
事業延べ利用者数
（あけぼの）1,405人 （プラ
ザ）5,509 人

地域活動支援センター事
業（Ⅰ型）を地域生活支援
センタープラザ、地域生活
支援センターあけぼのに委
託。
▼地域活動支援センター
事業延べ利用者数
（あけぼの） 848人（プラ
ザ）5,307人

地域活動支援センター事
業（Ⅰ型）を地域生活支援
センタープラザ、地域生活
支援センターあけぼのに委
託。
▼地域活動支援センター
事業延べ利用者数
（あけぼの）956件（プラザ）
5,502件（ふらっと）1,078件

平成28年度より地域生活
支援センターふらっとを新
設した。

地域活動支援センター事
業（Ⅰ型）を地域生活支援
センタープラザ、地域生活
支援センターあけぼの、地
域生活支援センターふらっ
とに委託。
▼地域活動支援センター
事業延べ利用者数
（あけぼの）1,715件（プラ
ザ） 5,206件 （ふらっと）
1,603件

地域活動支援センター事
業（Ⅰ型）を地域生活支援
センタープラザ、地域生活
支援センターあけぼの、地
域生活支援センターふらっ
とに委託。
▼地域活動支援センター
事業延べ利用者数 （あけ
ぼの）1,875件（プラザ）
4,951件（ふらっと）1,434件

地域活動支援センター事
業（Ⅰ型）を地域生活支援
センタープラザ、地域生活
支援センターあけぼの、地
域生活支援センターふらっ
とに委託。
▼地域活動支援センター
事業延べ利用者件数（あ
けぼの）1,987件（プラザ）
5,662件（ふらっと）982件

（計画）
▼地域活動支援センター
事業延べ利用者件数（あ
けぼの）2,000件（プラザ）
5,600件（ふらっと）1,000件

継続して実施してきており、
制度活用の安定した需要が
見受けられる。

◎ 障害者福祉課

■心身障害者住宅費助成
事業

住宅費助成：1334人。Ｈ28
年度から実施する住宅費
助成の所得要件変更、住
宅改修の所得制限
・自己負担助成見直し。

住宅費助成：128人

住宅費助成：132人。住宅
費助成：平成28年度より対
象者の所得要件を見直し、
自己負担助成額を変更し
た。

住宅費助成：141人。住宅
費助成：平成28年度より対
象者の所得要件を見直し、
自己負担助成額を変更し
た。

住宅費助成：145人。住宅
費助成：対象者の所得要
件を見直し、自己負担助成
額を変更した。

住宅費助成：128人：現行
通り

（計画）
現行通り

継続して実施してきており、
制度活用の安定した需要が
見受けられる。

◎ 障害者福祉課

■市営住宅での優先入居
（障害者割当）の実施

8月に実施　2戸募集 8月に実施　3戸募集 8月に実施　1戸募集 8月に実施　3戸募集 8月に実施　3戸募集 8月に実施　1戸募集 8月に実施　1戸募集 継続して実施してきた。 ◎ 住宅課

■市営住宅でのひとり親
世帯の優遇策（優遇抽選）
の実施

▼一般募集：6月　7戸
▼一般募集を実施する中
で優遇抽選を行っている

▼一般募集：6月　10戸
▼一般募集を実施する中
で優遇抽選を行っている

▼一般募集：6月　7戸
▼一般募集を実施する中
で優遇抽選を行っている

▼一般募集：6月　22戸
▼一般募集を実施する中
で優遇抽選を行っている

▼一般募集：6・1月　18戸
▼一般募集を実施する中
で優遇抽選を行っている

▼一般募集：6・12月　17戸
▼一般募集を実施する中
で優遇抽選を行っている

▼一般募集：6月　12戸
▼一般募集を実施する中
で優遇抽選を行っている

継続して実施してきた。 ◎ 住宅課

■母子・女性福祉資金
平成26年10月から父子家
庭の父も対象に拡充し、母
子・父子福祉資金に改正

母子・父子福祉資金の貸
付、及び女性福祉資金の
貸付を継続して実施

継続して実施してきた。 ◎ 子育て応援課

☆子育て世帯の市営住宅
への入居機会の確保・充
実策の検討[再掲]

平成26年度以降の新規・拡
充事業等はない。
※以前より、ひとり親家庭に
対する優遇抽選を実施して
いる。［再掲］

〇 住宅課

■市民住宅の運営 1住宅廃止 1住宅廃止
7月31日、1住宅廃止により
事業終了

事業終了（代替施策は無し） ◎（廃止） 住宅課

☆住まいに係る情報提供・
相談窓口の充実の検討
（関係課の支援策等の総
合的な情報提供、多様な
相談にこたえる住宅建築
相談会等の充実）

住宅セーフティネット住ま
い相談の新設

令和2年7月に、「府中市居住
支援協議会」を設立。当協議
会の主要事業として、住宅確
保要配慮者を対象とした相
談事業を開始した。

◎ 住宅課

■権利擁護（成年後見制
度などの活用）のための施
策

権利擁護センター事業によ
り、成年後見制度の相談
支援、利用促進のための
普及啓発講演会実施、利
用支援に伴う事例の検討
及び助成制度の整備、親
族申立ての利用支援、後
見人等受任者の支援、地
域ネットワークの整備

運営委員会2回
事例検討会6回 検討12件
市民後見人養成講習2名
講演会1回149名
後見人等サポート285件
成年後見制度申立て支援
333件
市長申立件数6件
後見報酬助成2件

権利擁護センター事業によ
り、成年後見制度の相談
支援、利用促進のための
普及啓発講演会実施、利
用支援に伴う事例の検討
及び助成制度の整備、親
族申立ての利用支援、後
見人等受任者の支援、地
域ネットワークの整備

運営委員会2回
事例検討会6回 検討16件
市民後見人養成講習
受講者8名 修了者7名
講演会1回170名
後見人等サポート 318件
成年後見制度申立て支援
201件
市長申立件数8件
後見報酬助成3件

権利擁護センター事業によ
り、成年後見制度の相談
支援、利用促進のための
普及啓発講演会実施、利
用支援に伴う事例の検討
及び助成制度の整備、親
族申立ての利用支援、後
見人等受任者の支援、地
域ネットワークの整備

運営委員会2回
事例検討会7回 検討21件
市民後見人養成講習
受講者7名 修了者5名
講演会2回84名
入門講座8回173名
後見人等サポート 218件
成年後見制度利用支援
862件
市長申立件数10件
後見報酬助成4件

権利擁護センター事業によ
り、成年後見制度の相談
支援、利用促進のための
普及啓発講演会実施、利
用支援に伴う事例の検討
及び助成制度の整備、親
族申立ての利用支援、後
見人等受任者の支援、地
域ネットワークの整備

運営委員会2回
事例検討会6回 検討15件
市民後見人養成講習
受講者5名 修了者4名
普及啓発講演会1回98人
後見人等サポート ：相談
支援 250件
成年後見制度申立支援
286件
市長申立件数11件
後見報酬助成3件

権利擁護センター事業によ
り、成年後見制度の相談
支援、利用促進のための
普及啓発講演会実施、利
用支援に伴う事例の検討
及び助成制度の整備、親
族申立ての利用支援、後
見人等受任者の支援、地
域ネットワークの整備

運営委員会2回
事例検討会6回 検討15件
市民後見人養成講習
修了者4名
普及啓発講演会1回100人
後見人等サポート：相談支
援190件
成年後見申立支援
241件
市長申立5件
後見報酬助成7件

権利擁護センター事業によ
り、成年後見制度の相談
支援、利用促進のための
普及啓発講演会実施、利
用支援に伴う事例の検討
及び助成制度の整備、親
族申立ての利用支援、後
見人等受任者の支援、地
域ネットワークの整備

運営委員会2回
事例検討会6回 検討23件
市民後見人養成講習
終了者3名
普及啓発講演会1回65人
後見人等サポート ：相談
支援233件
成年後見制度申立支援
188件
市長申立9件
後見報酬助成7件

（計画）
運営委員会や事例検討会
を開催し、市民後見人の養
成支援、講演会等による普
及啓発、後見人のサポー
ト、成年後見制度の申立て
手続き支援、市長による申
立て、後見報酬の助成を
実施する。

継続して実施してきており、
制度活用の安定した需要が
見受けられる。

◎ 地域福祉推進課

⑥住まいの安定確保
に向けた話し合いの場
づくり

☆住まいづくりの担い手に
よる、意見交換の機会・場
づくりの検討（住まいづくり
の主要課題に対応した研
究会など）

住まいづくり情報交換会の
開催（市・宅建）

住まいづくり情報交換会の
開催（市・全日）、住宅セー
フティネット検討会の開催

住まいづくり情報交換会の
開催（市・建築士事務所協
会）、住宅セーフティネット
検討会の開催

住まいづくり情報交換会の
開催（市・宅建、市・全
日）、府中市居住支援協議
会設立準備会の開催

住まい探しにお困りの高齢
者、障害者等の入居を支
援するため、令和2年7月
に、市内の不動産団体、建
築関係団体、居住支援団
体、府中市が連携し、「府
中市居住支援協議会」を
設立

「府中市居住支援協議会」の
設立と、当協議会の活動に
より、居住の安定確保のため
の環境整備のより一層の推
進が期待される。

◎ 住宅課

④子育てしやすい住ま
いの確保

⑤住まいの相談窓口
の充実

③障害者の自立した
生活を支援する住まい
づくり
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対応事業 実施概要

現行計画の位置づけ
■：継続　☆：新規・拡充

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 年次不定

取組済み：◎
一部取組：〇
取組なし：×

評価住まいづくりの施策 意見・方向性・特記事項等
事業所管課

（又は関係課）

資料６

基本方針２　みんなで未来に残す住まいづくり（良好な住宅ストック形成について）

■木造住宅耐震診断・耐
震改修等助成金

耐震診断助成（53件）、耐
震改修助成（14件）、建替
え助成（2件）

耐震診断助成（30件）、耐
震改修助成（22件）、建替
え助成（1件）

耐震診断助成（40件）、耐
震改修助成（21件）、耐震
シェルター等助成（1件）、
建替え助成（1件）

耐震診断助成（67件）、耐
震改修助成（28件）、除却
助成（8件）

耐震診断助成（38件）、耐
震改修助成（15件）、除却
助成（10件）

耐震診断助成（29件）、耐
震改修助成（6件）、除却助
成（14件）

（実績見込み）
耐震診断助成18件、耐震
改修助成3件、除却助成8
件

財政的支援を継続して実施
することで、市民の経済的負
担を軽減し、市内の耐震化を
促進した。

◎ 住宅課

■特定緊急輸送道路沿道
建築物耐震化促進事業助
成金

▼耐震診断助成（7件）、補
強設計助成（2件）、耐震改
修等助成（4件）
▼特定緊急輸送道路沿道
建築物の所有者への個別
訪問を行い、全ての建築
物の耐震診断実施

▼耐震診断助成（4件）、補
強設計助成（1件）、耐震改
修等助成（5件）
▼特定緊急輸送道路沿道
建築物の所有者のうち、耐
震改修を実施していな い
全所有者に個別訪問を実
施

特定緊急輸送道路沿道建
築物の所有者のうち、耐震
改修を実施していな い全
所有者に個別訪問を実施

▼補強設計助成（5件）、耐
震改修等助成（1件）
▼特定緊急輸送道路沿道
建築物の所有者の うち、
耐震改修を実施していない
全所有者に個別訪問を実
施

▼補強設計助成（2件）、耐
震改修等助成（5件）
▼特定緊急輸送道路沿道
建築物の所有者の うち、
耐震改修を実施していない
所有者に個別訪問を実施

▼耐震改修等助成（1件）
▼特定緊急輸送道路沿道
建築物の所有者のうち、耐
震改修を実施していない所
有者に個別訪問を実施

（実績見込み）
▼補強設計助成（1件）
▼特定緊急輸送道路沿道
建築物の所有者のうち、耐
震改修を実施していない所
有者に個別訪問を実施

助成制度や情報提供、戸別
訪問などの支援を行い、着
実に耐震化を進めてきた。

◎ 住宅課

☆耐震診断・改修支援の
拡充検討（助成対象の拡
大）

▼耐震改修助成の上限額
を80万から110万引き上げ
▼耐震診断・耐震改修助
成の対象者に居住予定者
を追加
▼建替え補助を廃止し、除
却補助を新設

市民ニーズ及び法令改正に
応じ、支援内容を拡充するこ
とで耐震化を促進した。

◎ 住宅課

☆耐震化促進のための情
報提供の充実（様々な機
会・場を通じた相談会の実
施、専門家と連携したより
一層の情報提供など）

(新規・拡充)
▼耐震化啓発パンフレット
を旧耐震基準の木造戸建
て住宅の所有者に送付
（約9,400人）
▼木造住宅耐震アドバイ
ザーをの派遣（200件）

（継続）
▼イベント（商工まつり及び
総合防災訓練）での普及
啓発及び耐震相談ブ ース
の出展
▼耐震相談会等を実施（2
回　計4日間）

(新規・拡充)
▼第２次耐震改修促進計
画を策定

（継続）
▼木造住宅耐震アドバイ
ザーの派遣（25件）
▼イベント（商工まつり及び
総合防災訓練）での普及
啓発及び耐震相談ブ ース
の出展
▼耐震相談会の実施（3回
計5日間）

(新規・拡充)
▼地域単位での耐震普及
啓発（地域啓発隊）を自治
会に１０件派遣 （10件）

（継続）
▼木造住宅耐震アドバイ
ザーの派遣（25件）
▼イベント（福祉まつり及び
総合防災訓練）での普及
啓発及び耐震相談ブ ース
の出展
▼耐震相談会の実施（3回
5日間）

(新規・拡充)
▼木造住宅密集地域内の
旧耐震木造戸建て住宅へ
の各戸訪問の 実施(2,069
件）及びそれ以外の地域
の旧耐震木造戸建て住宅
へ資料を送付（7,489件）

（継続）
▼木造住宅耐震アドバイ
ザーの派遣(98件）
▼自治会・町会を対象とし
た地域単位での普及啓発
(3件）
▼イベント（ 商工まつり、
福祉まつり及び総合防災
訓練）での普及啓発及び
耐震相談ブ ースの出展
▼耐震相談会の実施（2回
計4日間）

（新規・拡充）
▼旧耐震分譲マンションへ
の各戸訪問（3件）

（継続）
▼旧耐震木造戸建て住宅
への各戸訪問の実施
（2,569件）
▼木造住宅耐震アドバイ
ザーの派遣（30件）
▼自治会・町会を対象とし
た 地域単位での普及啓発
（3件）
▼イベント（ 福祉まつり及
び総合防災訓練）での普
及啓発及び耐震相談ブ ー
スの出展
▼ 耐震相談会の実施（2回
計4日間）

（継続）
▼旧耐震木造戸建て住宅
への各戸訪問の実施
(2,806件)
▼旧耐震分譲マンションへ
の各戸訪問（8件）
▼木造住宅耐震アドバイ
ザーの派遣（16件）
▼自治会・町会を対象とし
た地域単位での普及啓発
（1件）
▼イベント（総合防災訓練）
での普及啓発及び耐震相
談ブースの出展
▼耐震相談会の実施（2回
計4日間）

（新規・拡充）
▼耐震改修促進計画の改
定

（継続）
▼旧耐震木造戸建て住宅
への啓発資料投函（1029
件）の実施※コロナ禍によ
る各戸訪問の代替事業で
実施
▼旧耐震分譲マンションへ
の各戸訪問（3件）
▼木造住宅耐震アドバイ
ザーの派遣（12件）
▼自治会・町会を対象とし
た地域単位での普及啓発
（0件）
▼イベント（総合防災訓練）
での普及啓発及び耐震相
談ブースの出展
▼耐震相談会の実施（2回
計4日）

様々な機会で耐震化に係る
普及・啓発活動を実施するこ
とで、市内の耐震化に関する
機運を高めてきた。

◎ 住宅課

■住宅用火災警報器設置
の義務化についての広報

HPに設置例などの情報を
記載

継続的に実施してきた。 ◎ 防災危機管理課

■防犯情報の発信・犯罪
発生状況の発信（メール配
信サービス）

メール配信サービスを活用
した防犯情報の提供

メール配信サービスを活用
した防犯情報の提供

メール配信サービスを活用
した防犯情報の提供

メール配信サービスを活用
した防犯情報の提供

メール配信サービスを活用
した防犯情報の提供

（計画）
メール配信サービスを活用
した防犯情報の提供

継続的に実施してきた。 ◎ 地域安全対策課

■ハザードマップ及び防災
ハンドブックの作成・更新

平成26年3月に府中市防
災ハンドブックを全戸配付
した

防災ハンドブックを活用し
た防災意識の向上

防災ハンドブックを活用し
た防災意識の向上

▼防災ハンドブックを活用
した防災意識の向上
▼新たな多摩川の浸水想
定区域図等の情報をもと
に、水害ハザードマップ を
作成し、全戸配付を行っ
た。

▼防災ハンドブックを活用
した防災意識の向上
▼防災意識啓発を目的と
した防災情報誌「自主防災
ふちゅう」を作成し、 全戸
配付を行った。

▼防災ハンドブックを活用
した防災意識の向上
▼発行から5年を経過する
防災ハンドブックについ
て、近年の災害状況を
加味した改訂版を作成し
た。

（計画）
▼防災ハンドブックを活用
した防災意識の向上
▼防災ハンドブック改訂版
を全戸配布し、防災意識の
啓発を図る。

継続的に実施してきた。 ◎ 防災危機管理課

☆住宅開発への防災関連
施設・設備の設置の誘導
（府中市地域まちづくり条
例に基づく開発指導要綱
の強化検討など）

平成26年度以降の新規・拡
充事業等はない。
※ただし、平成25年度以前よ
り、以下の取組を行ってい
る。
▼府中市地域まちづくり条例
に基づく開発事業に関する
指導要綱において、一定規
模以上の開発事業に対し
て、防火水槽及び防災倉庫
の設置を定めていて、事業
者と協議を行っている。
▼府中市地域まちづくり条例
に基づく開発事業に関する
指導要綱において、地下空
間を有する建築物を建築す
る際は、浸水対策を十分行
わなければならないと定めて
いて、事業者と協議を行って
いる。

◎ 計画課

☆防犯まちづくりへの取り
組み方の情報提供

防犯広報紙（ニュースまち
かどを）を作成し、自治会
等に防犯情報の提供と防
犯意識の普及を行った。

防犯広報紙（ニュースまち
かどを）を作成し、自治会
等に防犯情報の提供と防
犯意識の普及を行った。

防犯広報紙（ニュース〜ま
ちかど）を作成し、自治会
等に防犯情報の提供と防
犯意識の普及を行った。プ
ロの劇団員による寸劇防
犯講話を開催し、特殊詐欺
被害防止に市として努め
た。

防犯広報紙（ニュース〜ま
ちかど）を作成し、自治会
等に防犯情報の提供と防
犯意識の普及を行った。プ
ロの劇団員による寸劇防
犯講話を開催し、特殊詐欺
被害防止に市として努め
た。

防犯広報紙（ニュース〜ま
ちかど）を作成し、自治会
等に防犯情報の提供と防
犯意識の普及を行った。プ
ロの劇団員による寸劇防
犯講話を開催し、特殊詐欺
被害防止に市として努め
た。

防犯広報紙（ニュース〜ま
ちかど）を作成し、自治会
等に防犯情報の提供と防
犯意識の普及を行った。ま
た、プロの劇団員による寸
劇防犯講話の開催や、自
動通話録音機を導入・貸
与することにより、特殊詐
欺被害防止に市として努
めた。

（計画）
防犯広報誌の作成、自動
通話録音機の貸与等既存
の取組みに加え、特殊詐
欺被害防止のため、ちゅう
バスに注意喚起のラッピン
グを施したうえで市内を走
行させることにより、広く市
民に対し防犯意識の啓発
を実施していく。

継続して実施する中で、情報
発信の手段を増やしてきた。

◎ 地域安全対策課

①住まいの耐震診断・
改修の促進

②住まいの防災防犯
対策の促進

3／7



対応事業 実施概要

現行計画の位置づけ
■：継続　☆：新規・拡充

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 年次不定

取組済み：◎
一部取組：〇
取組なし：×

評価住まいづくりの施策 意見・方向性・特記事項等
事業所管課

（又は関係課）

資料６

■荒廃した空き家の調査

▼職員による荒廃した空き
家の調査を実施。
▼平成26年度に実施した
調査の結果や新たな相談
を受け、通達等により管理
者指導を実施。空き家件
数は、4月1日現在79件、
新たな談件数8件、通年で
の解決件数9件、3月末現
在78件

▼職員による荒廃した空き
家の調査を実施。
▼27年度に実施した現地
確認や新たな相談を受け、
空家法に基づく空き家所有
者等への助言・指導等を
実施。空き家件数は、4月1
日現在78件、新たな相談
件数39件、通年での解決
件数22件、3末現在95件

▼職員による荒廃した空き
家の調査を実施。
▼空家法に基づく空き家所
有者等への助言・指導等
を実施。空き家件数は、4
月1日現在95件、新たな相
談件数80件、通年での解
決件数55、3月末現在120
件

▼職員による荒廃した空き
家の調査を実施。
▼空家法に基づく空き家所
有者等への助言・指導を
実施。空き家件数は、4月1
現在120件、相談件数37
件、決件数59件、3月末現
在98件

▼職員による荒廃した空き
家の調査を実施。
▼空家法に基づく空き家所
有者等への助言・指導を
実施。空き家件数は、4月1
日現在98件、相談件数54
件、決件数48件、3月末現
在104件。
▼「府中市空家等対策計
画」を策定。

▼職員による荒廃した空き
家の調査を実施。
▼空家法に基づく空き家所
有者等への助言・指導を
実施。空き家件数は、4月1
現在104件、相談件数26
件、決件数24件、3月末現
在106件。
▼特定空家等9件を認定。

（計画）
▼職員によ荒廃した空き家
の調査を実施する。
▼日々の調査結果や新た
な相談を受け、空き家法に
基づく空き家所有者等へ
の助言・指導を行う。

平成23年度より、市独自で
荒廃した空き家の調査を
実施

継続して実施してきた。

空家等対策推進計画が策定
され、当計画に基づく施策展
開に向け、当該調査の重要
性がより増すものと考えられ
る。

◎
空き家対策の推進にあたり、市内空き家の現状
把握が必要であることから、今後も継続して実施
する。

環境政策課

■エコハウス設備設置補
助金交付事業

▼申請件数と補助額（設備
毎の合計）
太陽光発電システム　140
件　10,688,000円
太陽熱高度利用システム
5件　100,000円
二酸化炭素冷媒ヒートポン
プ給湯器　28件　420,000
円
家庭用燃料電池ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰ
ｼｮﾝｼｽﾃﾑ　135件
3,375,000円
雨水貯留槽　6件　49,000
円
雨水浸透施設　0件　0円

▼申請件数と補助額（設備
毎の合計）
太陽光発電システム　112
件　8,122,000円
太陽熱高度利用システム
4件　80,000円
二酸化炭素冷媒ヒートポン
プ給湯器　33件　495,000
円
家庭用燃料電池ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰ
ｼｮﾝｼｽﾃﾑ　183件
4,575,000円
雨水貯留槽　5件　39,000
円
雨水浸透施設　2件
120,000円

▼申請件数と補助額（設備
毎の合計）
太陽光発電システム　75
件　5,791,000円
太陽熱高度利用システム
5件　100,000円
二酸化炭素冷媒ヒートポン
プ給湯器　28件　420,000
円
家庭用燃料電池ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰ
ｼｮﾝｼｽﾃﾑ　168件
4,200,000円
雨水貯留槽　3件　23,000
円
雨水浸透施設　3件
158,000円

▼申請件数と補助額（設備
毎の合計）
太陽光発電システム　72
件　5,589,000円
太陽熱高度利用システム
0件　0円
二酸化炭素冷媒ヒートポン
プ給湯器　27件　405,000
円
家庭用燃料電池ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰ
ｼｮﾝｼｽﾃﾑ　142件
3,550,000円
雨水貯留槽　5件　39,000
円
雨水浸透施設　2件
72,000円

▼申請件数と補助額（設備
毎の合計）
太陽光発電システム　61
件　4,866,000円
太陽熱高度利用システム
0件　0円
二酸化炭素冷媒ヒートポン
プ給湯器　21件　315,000
円
家庭用燃料電池ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰ
ｼｮﾝｼｽﾃﾑ　167件
4,175,000円
雨水貯留槽　3件　18,000
円
雨水浸透施設　2件
55,000円

▼申請件数と補助額（設備
毎の合計）
太陽光発電システム　40
件　3,108,000円
太陽熱高度利用システム
2件　40,000円
二酸化炭素冷媒ヒートポン
プ給湯器　15件　225,000
円
家庭用燃料電池ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰ
ｼｮﾝｼｽﾃﾑ　51件
1,275,000円
雨水貯留槽　0件　0円
雨水浸透施設　4件
210,000円
家庭用蓄電池システム
52件　5,094,000円
既設窓の断熱改修　23件
1,948,000円

継続して実施してきた。

令和元年度から、補助メ
ニューを見直しを行った。
（除外）ガスエンジン給湯器
（追加）家庭用蓄電池システ
ム及び既設窓の断熱改修

◎ 今後継続、拡充を図っていく。 環境政策課

■長期優良住宅認定（長
期使用するため一定の構
造・設備に配慮した住宅へ
の税制優遇措置）

認定に係る審査及び窓口
での相談対応等を行い、
適正な認定業務を実施し
た。

認定に係る審査及び窓口
での相談対応等を行い、
適正な認定業務を実施し
た。

認定に係る審査及び窓口
での相談対応等を行い、
適正な認定業務を実施し
た。

認定に係る審査及び窓口
での相談対応等を行い、
適正な認定業務を実施し
た。

認定に係る審査及び窓口
での相談対応等を行い、
適正な認定業務を実施し
た。

認定に係る審査及び窓口
での相談対応等を行い、
適正な認定業務を実施し
た。

（計画）
認定に係る審査及び窓口
での相談対応等を行い、
適正な認定業務を実施す
る。

建築指導業務の一環として、
継続して実施してきた。

◎ 建築指導課

■長寿命環境配慮住宅モ
デル事業の情報提供（実
施主体：東京都）

建築物の長寿命化や省エ
ネルギー、低炭素化を促
進するために、長期優良
住宅及び低炭素化を促進
するために、長期優良住
宅及び低炭素住宅の認定
の促進に努めた。

建築物の長寿命化や省エ
ネルギー、低炭素化を促
進するために、長期優良
住宅及び低炭素住宅の認
定の促進に努めた。

建築物の長寿命化や省エ
ネルギー、低炭素化を促
進するために、ホームペー
ジへの掲載や窓口での
リーフレット配布などを行
い啓発に努めた。

長寿命化や省エネルギー
化、低炭素化に配慮した建
築物を推進するため その
内容等について、市民等
へ啓発を図った。

長寿命化や省エネルギー
化、低炭素化に配慮した建
築物を推進するため その
内容等について、市民等
へ啓発を図った。

長寿命化や省エネルギー
化、低炭素化に配慮した建
築物を推進するためその
内容等について、市民等
へ啓発を図った。

（計画）
長寿命化や省エネルギー
化、低炭素化に配慮した建
築物を推進するためその
内容等について、市民等
へ啓発を図っていく。

継続して実施してきた。 ◎ 建築指導課

■低炭素建築物認定（一
定の環境配慮のある住宅
への容積率緩和や税制優
遇措置）

認定に係る審査及び窓口
での相談対応等を行い、
適正な認定業務を実施し
た。

認定に係る審査及び窓口
での相談対応等を行い、
適正な認定業務を実施し
た。

認定に係る審査及び窓口
での相談対応等を行い、
適正な認定業務を実施し
た。

認定に係る審査及び窓口
での相談対応等を行い、
適正な認定業務を実施し
た。

認定に係る審査及び窓口
での相談対応等を行い、
適正な認定業務を実施し
た。

認定に係る審査及び窓口
での相談対応等を行い、
適正な認定業務を実施し
た。

（計画）
認定に係る審査及び窓口
での相談対応等を行い、
適正な認定業務を実施す
る。

建築指導業務の一環として、
継続して実施してきた。

◎ 建築指導課

☆みどりの創出・維持管理
の奨励策の検討

インフラ管理ボランティア制
度を創設

インフラ管理ボランティア制
度を継続

インフラ管理ボランティア制
度を継続

インフラ管理ボランティア制
度を継続

インフラ管理ボランティア制
度を継続

インフラ管理ボランティア制
度を継続

インフラ管理ボランティア制
度を継続

平成26年4月から「インフラ管
理ボランティア制度」を実施し
ている。

◎ 公園緑地課

☆住宅の環境性能の確
保・向上に係る支援策等の
情報提供

平成26年度以降の新規・拡
充事業はない。
※以前より、住宅の長寿命
化や省エネ化、住宅性能表
示制度等の啓発の取組を継
続している。

〇
（関係課）

建築指導課

■住宅改修支援（高齢者
自立支援住宅改修給付事
業・介護保険住宅改修）
[再掲]

▼住宅改修予防給付 給付
件数 26件
・住宅設備改修給付
浴槽、給湯設備の交換等
給付件数 79件
流し、洗面台の取替等 給
付件数 2件
便器の様式化 給付件数
11件
▼住宅改修支援助成事業
助成件数224件

▼住宅改修予防給付 給付
件数 30件
・住宅設備改修給付
浴槽、給湯設備の交換等
給付件数 80件
流し、洗面台の取替等 給
付件数 5件
便器の様式化 給付件数
15件
▼住宅改修支援助成事業
助成件数230件

▼住宅改修予防給付 給付
件数 23件
・住宅設備改修給付
浴槽、給湯設備の交換等
給付件数 83件
流し、洗面台の取替等 給
付件数 0件
便器の様式化 給付件数 5
件
▼住宅改修支援助成事業
助成件数 201件

▼高齢者自立支援住宅改
修給付事業
・住宅改修予防給付 給付
件数 19件
・住宅設備改修給付
浴槽、給湯設備の交換等
給付件数 79件
流し、洗面台の取替等 給
付件数 2件
便器の様式化 給付件数
11件
▼住宅改修支援助成事業
助成件数 196件

▼高齢者自立支援住宅改
修給付事業
・住宅改修予防給付 給付
件数 12件
・住宅設備改修給付
浴槽、給湯設備の交換等
給付件数 42件
流し、洗面台の取替等 給
付件数 0件
便器の様式化 給付件数 8
件
▼住宅改修支援助成事業
助成件数 150件

▼高齢者自立支援住宅改
修給付事業
・住宅改修予防給付 給付
件数 16件
・住宅設備改修給付
浴槽、給湯設備の交換等
給付件数 11件
流し、洗面台の取替等 給
付件数 1件
便器の様式化 給付件数 7
件
▼住宅改修支援助成事業
助成件数 130件

（計画）
▼高齢者自立支援住宅改
修給付事業 継続実施
住宅改修予防給付
住宅設備改修給付
▼住宅改修支援助成事業
継続実施

継続して実施してきており、
制度活用の安定した需要が
見受けられる。[再掲]

◎

高齢者自立支援住宅改修給付事業については、
平成29年度の事務事業評価において「要見直し」
の判定を受け、事業のあり方について再検討し、
制度改正等を行ったことから、実績件数は近年
減少している。

介護保険課

■重度身体障害者（児）住
宅設備改善給付事業[再
掲]

障害者日常生活用具給付
等事業（住宅設備改善工
事）
▼小規模改修 8件
▼中規模改修 10件

障害者日常生活用具給付
等事業（住宅設備改善工
事）
▼小規模改修 6件
▼中規模改修 7件

障害者日常生活用具給付
等事業（住宅設備改善工
事）
▼小規模改修 3件
▼中規模改修 4件

障害者日常生活用具給付
等事業（住宅設備改善工
事）
▼小規模改修 1件
▼中規模改修 1件

平成28年度から、障害者等
日常生活用具費等給付事業
の中に「住宅設備改善工事」
として位置付けて継続[再掲]

◎ 障害者福祉課

■バリアフリー化促進（福
祉のまちづくり条例・福祉
環境整備事業）

▼条例に基づく事前協議
を99件、完成時の調査・確
認を36件実施
▼バリアフリー改修助成2
件実施

▼条例に基づく事前協議
を82件、完成時の調査・確
認を47件実施
▼バリアフリー改修助成4
件実施

▼条例に基づく事前協議
を66件、完成時の調査・確
認を36件実施
▼バリアフリー改修助成5
件実施

▼条例に基づく事前協議
を66件、完成時の調査・確
認を45件実施
▼バリアフリー改修助成1
件実施

▼条例に基づく事前協議
を66件、完成時の調査・確
認を36件実施
▼バリアフリー改修助成5
件実施

▼条例に基づく事前協議
を60件、完成時の調査・確
認を24件実施
▼バリアフリー改修助成2
件実施

継続して実施してきた。 ◎ 地域福祉推進課

■シックハウス対策

建築基準法に基づき、居
室を有する建築物の確認
申請時に適切に指導して
いる。

継続して実施してきた。 ◎ 建築指導課

■住宅解体時等のアスベ
スト対策

東京都環境確保条例に基
づき建築物などの解体・改
修⼯事に伴うアスベストの
⾶散防⽌対策の徹底を
図っている。

継続して実施してきた。 ◎
大気汚染防止法の改正に伴い、令和３年度以降
事務の増加が見込まれるが、都区市や多摩地域
の連絡会議等に出席し、順次対応していく。

環境政策課

③環境にやさしい住ま
いづくりの促進

④住まいのバリアフ
リー化・健康配慮の促
進
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対応事業 実施概要

現行計画の位置づけ
■：継続　☆：新規・拡充

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 年次不定

取組済み：◎
一部取組：〇
取組なし：×

評価住まいづくりの施策 意見・方向性・特記事項等
事業所管課

（又は関係課）

資料６

■木造住宅耐震診断・耐
震改修等助成金[再掲]

耐震診断助成（53件）、耐
震改修助成（14件）、建替
え助成（2件）

耐震診断助成（30件）、耐
震改修助成（22件）、建替
え助成（1件）

耐震診断助成（40件）、耐
震改修助成（21件）、耐震
シェルター等助成（1件）、
建替え助成（1件）

耐震診断助成（67件）、耐
震改修助成（28件）、除却
助成（8件）

耐震診断助成（38件）、耐
震改修助成（15件）、除却
助成（10件）

耐震診断助成（29件）、耐
震改修助成（6件）、除却助
成（14件）

（実績見込み）
耐震診断助成18件、耐震
改修助成3件、除却助成8
件

財政的支援を継続して実施
することで、市民の経済的負
担を軽減し、市内の耐震化を
促進した。

◎ 住宅課

■住宅性能表示制度の普
及・促進（実施主体：登録
住宅性能評価機関）

住宅性能評価の手続きに
市は関与していないが、国
等の周知依頼に合わせて
パンフレットの配布などを
行う。

継続して実施してきた。 ◎ 建築指導課

☆空き家対策検討（実態
調査、地域まちづくりとの
連携を視野に入れた空き
家対策、空き家管理条例
等を含めた空き家対策の
ルールづくりの検討など）

「空家等対策の推進に関
する特別措置法」の全面施
行

空家等対策計画の作成及
び変更並びに実施に関す
る協議を行うため、空家法
第7条第1項に基づく「府中
市空家等対策協議会」を
設置

市民の生活環境の保全や
空き家問題について考え
方を明確にし、空き家対策
を総合的かつ計画的に推
進していくため、平成30年
度から令和3年度までの4
年間を計画期間とする「府
中市空家等対策計画]を策
定（平成30年1月）

関係機関と協定締結等を
行い、空き家利活用相談
窓口を設置

空き家対策推進の指針とな
る、「府中市空家等対策計
画」に基づき、対策の基本的
な考え方や、対応の進め方
等を位置付けした。

◎
環境政策課

・住宅課

☆分譲マンション実態調査
の継続・拡充（調査内容・
方法の工夫など）

東京におけるマンションの
適正な管理の促進に関す
る条例に基づく管理状況
届出書受理の開始

市による実態調査は実施し
ていないが、都条例に基づく
届出を実態把握の手段とし
て活用している。

〇 住宅課

☆分譲マンション実態把
握・指導のための体制構
築検討

都が開設した分譲マンショ
ン総合相談窓口の普及啓
発（ＨＰ掲載・チラシ配布）

東京におけるマンションの
適正な管理の促進に関す
る条例に基づく助言・指導
等の開始

東京におけるマンションの適
正な管理の促進に関する条
例に基づき、都との連携によ
る体制を構築した。

◎ 住宅課

☆情報提供・相談窓口の
拡充検討（マンション管理
士など専門家との連携を
視野に入れた相談機能の
充実、管理組合・専門家相
互をつなぐネットワークづく
りなど）

都が開設した分譲マンショ
ン総合相談窓口の普及啓
発（ＨＰ掲載・チラシ配布）

マンション管理士会との共
催による分譲マンション管
理無料相談会を開始（新
型コロナウイルス感染拡大
により中止）

専門家と連携した相談会の
実施等に取り組んだ。

◎ 住宅課

■トラブル回避策のための
情報提供（都の相談窓口、
「賃貸住宅トラブル防止ガ
イドライン」の普及など）

消費生活だよりNo.20で賃
貸トラブル防止呼びかけ、
相談窓口の案内記載。

消費生活相談事例集「くら
しの相談」（H29)で、退去時
のトラブル事例紹介

消費生活だよりNo.36で賃
貸トラブル防止呼びかけ

▼民間賃貸住宅の契約や
退去時のトラブル等に係る
相談対応
▼消費生活相談事例集「く
らしの相談」で相談窓口の
案内記載

左記の実施概要に加え市広
報により、情報発信を実施し
た経緯がある。民間賃貸住
宅におけるトラブルの防止を
継続的に図ってきた。

◎
引き続き、民間賃貸住宅におけるトラブル防止に
関する相談対応及び情報提供等に取り組んでい
く必要があるものと考える。

産業振興課

■高齢者や障害者等の住
まい供給に向けた情報提
供（あんしん居住制度な
ど）（基本方針１②・③参
照）

住宅セーフティネット住ま
い相談の新設

▼社会福祉協議会の保証
制度については、「介護保
険ガイド＆おとしよりのふく
し」に記載し周知
▼高齢者住宅の運営の一
環としての民間賃貸住宅
への入居相談

社会福祉協議会の保証制度
等の既往制度について継続
的に情報提供してきた。住宅
セーフティネット住まい相談
の新設により、より一層の情
報発信が図られることが期待
される。

◎
地域福祉推進課
・高齢者支援課

・住宅課

■市営住宅の適切な管
理・修繕

第八新町住宅外壁等改修
工事、第十南町住宅外壁
等改修工事、入居前修
理、その他小規模修繕等
を予定通り行った。

市営第五是政住宅給水ポ
ンプ改修工事 ・市営第十
六・十七・十八小柳町住宅
屋上改修工事 ・入居前修
理、その他小規模修繕等
を予定通り行った。

市営第十四分梅町住宅外
壁及び屋上防水等改修工
事 ・入居前修理、その他
小規模修繕の実施等を予
定通り行った。

市営第一武蔵台、第八新
町住宅共用廊下及び階段
床維持改修工事 ・入居前
修理、その他ガス漏れ警
報器交換工事、小規模修
繕の実施等を予定通り
行った。

市営第三本町住宅昇降機
設備維持改修工事、市営
第九新町住宅外壁及び 屋
上防水等維持改修工事、
入居前修理、その他小規
模修繕等を予定通り行っ
た。

市営第二矢崎町住宅南昇
降機設備維持改修工事、
同住宅共用廊下及び階段
床維持改修工事入居前修
理、その他小規模修繕等
を予定通り行った。

（計画）
市営住宅等長寿命化計画
に基づき、市営住宅の維
持管理と長寿命化に努め
る。
・市営第二の二本町住宅
解体工事、市営第八新町
住宅屋根吹き替え工事等
・入居前修理、小規模修繕
等の実施を予定
・第２次公共施設マネジメ
ント推進プランに基づき、
市営住宅管理業務への管
理代行制度、もしくは指定
管理者制度の導入を検討
する。

府中市市営住宅等長寿命化
計画にと基づき、市営住宅の
管理・修繕に取り組んでき
た。
市営住宅管理業務への管理
代行制度等の導入に向け
て、着実に協議を進めること
ができた。

◎ 住宅課

■都営住宅等の計画的な
土地利用等の協議

府中市都市計画審議会
で、建替えを行う都営ア
パート跡地の計画的な土
地利用について協議を
行った。

案件に応じて、協議してき
た。

◎ 計画課

⑥分譲マンションの適
切な維持管理の促進

⑦民間賃貸住宅の適
切な維持管理の促進

⑧公的住宅の計画的
な修繕・更新

⑤住み替えの受け皿と
しての既存住宅の有効
活用
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対応事業 実施概要

現行計画の位置づけ
■：継続　☆：新規・拡充

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 年次不定

取組済み：◎
一部取組：〇
取組なし：×

評価住まいづくりの施策 意見・方向性・特記事項等
事業所管課

（又は関係課）

資料６

基本方針３　みんなで取り組む地域の住まいづくり（まちづくりとの連携について）

■府中市地域まちづくり条
例による建築・開発誘導

大規模な土地や開発発事
業者に対し、土地利用方
針に基づいてた良好な開
発事業となるような協議・
指導を行った。
▼大規模土地取引 2件
▼大規模開発事業 3件

大規模な土地に対する取
引行為や開発事業に対
し、土地利用方針に基づい
た良好な開発事業となるよ
うな協議・指導を行った。
▼大規模土地取引 2件
▼大規模開発事業 3件

大規模な土地に対する取
引行為や開発事業に対
し、土地利用方針に基づい
た良好な開発事業となるよ
うに協議・指導を行った。
▼大規模土地取引 1件
▼大規模開発事業 2件

大規模な土地に対する取
引行為や開発事業に対
し、土地利用方針に基づい
た良好な開発事業となるよ
うに協議・指導を行った。
▼大規模土地取引 2件
▼大規模開発事業 2件

大規模な土地に対する取
引行為や開発事業に対
し、土地利用方針に基づい
た良好な開発事業となるよ
うに協議・指導を行った。
▼大規模土地取引 2件
▼大規模開発事業 1件

大規模な土地に対する取
引行為や開発事業に対
し、土地利用方針に基づい
た良好な開発事業となるよ
うに協議・指導を行った。
▼大規模土地取引 1件
▼大規模開発事業 2件

大規模な土地に対する取
引行為や開発事業に対
し、土地利用方針に基づい
た良好な開発事業となるよ
うに協議・指導を行った。
▼大規模土地取引 2件
▼大規模開発事業 1件

府中市地域まちづくり条例に
基づき、土地利用景観調整
審査会を開催し、大規模な開
発等の誘導を図ってきてい
る。

◎ 計画課

■府中市中高層建築物の
建築に係る紛争の予防と
調整に関する条例による
良好な近隣関係及び健全
な生活環境の誘導

平成26年度について紛争
調停委員会に関する案件
無し。

平成27年度について紛争
調停委員会に関する案件
無し。

平成28年度について紛争
調停委員会に関する案件
無し。

会議開催 1回（都内及び府
中市の建築紛争状況報
告） 平成29年度について
紛争調停委員会に関する
案件無し。

平成30年度について紛争
調停委員会に関する案件
無し。

建築紛争調停委員会に関
する案件無し。

あっせんを2回行い、建築
主と近隣住民の紛争調整
を行った。

継続して制度を運用してき
た。

◎ 計画課

■地域まちづくりへの地区
計画、景観協定の活用促
進

地域まちづくり事業による
地域のまちづくり活動支援
を通じた、地区計画、景観
協定等の活用促進（まちづ
くり専門家派遣等）

地域まちづくり事業による
地域のまちづくり活動支援
を通じた、地区計画、景観
協定等の活用促進（まちづ
くり専門家派遣等）

▼地域まちづくり事業によ
る地域のまちづくり活動支
援を通じた、地区計画、景
観協定等の活用促進（まち
づくり専門家派遣等）
▼景観政策推進事業によ
るけやきフェスタで景観啓
発、出前講座（景観まちづ
くり）、景観賞につながるけ
やき並木のライトアップ事
業に協力

▼地域まちづくり事業によ
る地域のまちづくり活動支
援を通じた、地区計画、景
観協定等の活用促進（まち
づくり専門家派遣等）
▼景観政策推進事業によ
るけやきフェスタで景観啓
発、出前講座（景観まちづ
くり）、景観賞につながるけ
やき並木のライトアップ事
業に協力

▼地域まちづくり事業によ
る地域のまちづくり活動支
援を通じた、地区計画、景
観協定等の活用促進（まち
づくり専門家派遣等）
▼景観政策推進事業によ
るけやきフェスタで景観啓
発、出前講座（景観まちづ
くり）、景観賞につながるけ
やき並木のライトアップ事
業に協力

▼地域まちづくり事業によ
る地域のまちづくり活動支
援を通じた、地区計画、景
観協定等の活用促進（まち
づくり専門家派遣等）
▼景観施策推進事業の推
進による景観計画の改定
に向けてPDCAサイクルに
基づき評価・検証、けやき
フェスタでの景観啓発（ア
ンケートの実施）

開発事業と併せて景観協
定の締結を3件行った。

継続して実施してきた。 ◎ 計画課

■まちづくり活動経費の一
部助成

本事業のＰＲ活動の成果と
して、まちづくり活動の助
成金の申請があったが、
助成金の交付対象となる
経費の申告がなかった。

本事業のＰＲ活動の成果と
して、まちづくり活動の助
成金の申請があった が、
助成金の交付対象となる
経費の申告がなかった。

本事業のＰＲ活動を継続し
て行っていたが、助成金の
申請を行う団体がいなかっ
た。

本事業のＰＲ活動を継続し
て行っていたが、助成金の
申請を行う団体がいなかっ
た。

本事業のＰＲ活動を継続し
て行っていたが、助成金の
申請を行う団体がい な
かった。

本事業のＰＲ活動を継続し
て行っていたが、助成金の
申請を行う団体がいなかっ
た。

本事業のＰＲに係るイベン
トが開催できなかったこと
により十分なＰＲ活動がで
きず、助成金の申請を行う
団体もいなかった。

継続して制度を運用してき
た。

◎ 計画課

■まちづくり専門家の派遣
地域まちづくり事業による
まちづくり専門家の派遣（2
団体）。

地域まちづくり事業による
まちづくり専門家の派遣（１
団体）。 まちの活性化に向
けた取組を支援すべく、エ
リアマネジメント活動へま
ちづくり専門家の派遣を
行った。

地域まちづくり事業による
まちづくり専門家の派遣（1
団体） 。まちの活性化に向
けた取組を支援すべく、エ
リアマネジメント活動へま
ちづくり専門家の派遣を
行った。

地域まちづくり事業による
まちづくり専門家の派遣（1
団体）。まちの活性化に向
けた取組を支援すべく、エ
リアマネジメント活動へま
ちづくり専門家の派遣を
行った。

地域まちづくり事業による
まちづくり専門家の派遣（1
団体）。

地域まちづくり事業による
まちづくり専門家の派遣は
なかった。

地域まちづくり事業による
まちづくり専門家の派遣は
なかった。

まちづくり活動に取り組む地
区に、必要に応じて派遣して
きた。

◎ 計画課

☆住環境の維持・向上の
ためのまちづくり活動への
支援策の検討

× 住宅課

■府中市景観ガイドライン
による建築・開発誘導（府
中市景観条例・府中市景
観計画に基づく誘導）

▼景観まちづくり教育（まち
なみ絵画展）の実施
▼景観構想協議1件
▼行為の届出21件

▼景観構想協議12件
▼行為の届出20件
▼景観協定の認可地区1
件

▼景観構想協議11件
▼行為の届出12件

▼景観構想協議6件
▼行為の届出13件

▼景観構想協議16件
▼行為の届出6件

▼景観構想協議6件
▼行為の届出8件

▼景観構想協議16件
▼行為の届出6件

府中市景観条例及び府中市
景観計画に基づき、景観構
想協議、届出制度の運用に
継続して取り組んできてい
る。

◎ 計画課

■地域まちづくりへの地区
計画、景観協定の活用促
進[再掲]

地域まちづくり事業による
地域のまちづくり活動支援
を通じた、地区計画、景観
協定等の活用促進（まちづ
くり専門家派遣等）

地域まちづくり事業による
地域のまちづくり活動支援
を通じた、地区計画、景観
協定等の活用促進（まちづ
くり専門家派遣等）

▼地域まちづくり事業によ
る地域のまちづくり活動支
援を通じた、地区計画、景
観協定等の活用促進（まち
づくり専門家派遣等）
▼景観政策推進事業によ
るけやきフェスタで景観啓
発、出前講座（景観まちづ
くり）、景観賞につながるけ
やき並木のライトアップ事
業に協力

▼地域まちづくり事業によ
る地域のまちづくり活動支
援を通じた、地区計画、景
観協定等の活用促進（まち
づくり専門家派遣等）
▼景観政策推進事業によ
るけやきフェスタで景観啓
発、出前講座（景観まちづ
くり）、景観賞につながるけ
やき並木のライトアップ事
業に協力

▼地域まちづくり事業によ
る地域のまちづくり活動支
援を通じた、地区計画、景
観協定等の活用促進（まち
づくり専門家派遣等）
▼景観政策推進事業によ
るけやきフェスタで景観啓
発、出前講座（景観まちづ
くり）、景観賞につながるけ
やき並木のライトアップ事
業に協力

▼地域まちづくり事業によ
る地域のまちづくり活動支
援を通じた、地区計画、景
観協定等の活用促進（まち
づくり専門家派遣等）
▼景観施策推進事業の推
進による景観計画の改定
に向けてPDCAサイクルに
基づき評価・検証、けやき
フェスタでの景観啓発（ア
ンケートの実施）

開発事業と併せて景観協
定の締結を3件行った。

継続して実施してきた。[再
掲]

◎ 計画課

■大規模開発事業におけ
る適切な住まいづくり誘導
（府中市地域まちづくり条
例）

▼府中市土地利用調整審
査会 4回開催
▼府中市景観審議会 3回
開催

平成27年1月から府中市土
地利用景観調整会に統合
し 2回開催

府中市土地利用景観調整
審査会 8回開催

府中市土地利用景観調整
審査会 4回開催

府中市土地利用景観調整
審査会 5回開催

府中市土地利用景観調整
審査会 5回開催

府中市土地利用景観調整
審査会 4回開催

府中市土地利用景観調整
審査会 3回開催

府中市地域まちづくり条例に
基づき、土地利用景観調整
審査会を開催し、大規模な開
発等の誘導を図ってきてい
る。

◎ 計画課

☆住宅団地再生の取組検
討

旧耐震基準団地型分譲マ
ンションに対する耐震化支
援制度の検討

令和2年度に旧耐震基準団
地型分譲マンションに対する
耐震化支援制度の検討を
行っている。

◎
住宅課

・
（関係課）計画課

③大規模な土地利用
に当たっての適切な住
まいづくりの誘導

①地域特性や周辺環
境に配慮した住まいづ
くりの促進

②魅力の高いまち並
みを演出する住まいづ
くり
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対応事業 実施概要

現行計画の位置づけ
■：継続　☆：新規・拡充

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 年次不定

取組済み：◎
一部取組：〇
取組なし：×

評価住まいづくりの施策 意見・方向性・特記事項等
事業所管課

（又は関係課）

資料６

■市民協働の活性化促進
策（コミュニティ協議会、自
治会、府中ＮＰＯ・ボラン
ティア活動センター・コミュ
ニティサイトふちゅう運営な
ど）

府中NPO・ボランティア活動
センターの業務運営を中間
支援組織としての機能と活
動実績を有するNPO法人に
委託し、きめ細かなNPO・ボ
ランティア活動支援施策を
実施することができた。特
に、今年度は、センターの
業務改善や情報収集・提供
機能の強化等に関する新た
な施策を展開した。
また、新たに市民協働まつ
りを実施し、市民活動及び
市民協働について市民の理
解と関心を深めることがで
きた。

NPO法人設立ガイダンス・
個別相談 36回開催、41人
参加
コミュニティビジネスガイダ
ンス・個別相談 11回開催、
24人参加
市民活動支援講座 ５回開
催、110人参加コーディネー
ター養成講座 8回開催、47
人参加
市民協働まつり 15,000人・
65団体参加 若者参加促進
事業 ３回開催、61人参加

府中NPO・ボランティア活
動センターの業務運営を
中間支援組織としての機
能と活動実績を有する
NPO法人に委託し、きめ細
かなNPO・ボランティア活
動支援施策を実施すること
ができた。特に、今年度
は、青年世代を中心とした
事業など、新たな事業を
行った。また、第2回市民
協働まつりを実施し、市民
活動及び市民協働につい
て市民の理解と関心を深
めることができた。

NPO法人設立ガイダンス・
個別相談 36回開催、30人
参加
コミュニティビジネスガイダ
ンス・個別相談 6回開催、
10人参加
市民活動支援講座 4回開
催、86人参加コーディネー
ター養成講座 8回開催、63
人参加
市民協働まつり 16,000人・
63団体参加若者参加促進
事業 ３回開催、60人参加

市民活動センターを開館
し、指定管理者が有する中
間支援組織に係るノウ ハウ
を活用し、潜在層・無関心
層を関心層・活動層へと転
じるための活動 基盤の醸
成を行った。具体的には、イ
ベント出店・インターネット・
情報 誌の配布等によるＰＲ
活動やイベント来店者や市
民活動センター来館者へ
の積極的な声掛け、各種講
座・相談等を実施した。その
結果、センター登 録団体は
293団体となり、市民活動団
体の増加につながった。

専門相談（NPO相談） 23回
開催、21人参加
専門相談（CB／SB相談）
12回開催、26人参加市民活
動に関する講座 14回開催、
252人参加
コーディネーター養成講座
６回開催、延64人参加市民
協働まつり 18,046人・97団
体参加市民活動団体・地縁
団体・企業・学校・行政等と
の交流会7回開催 66人参
加

▼専門相談からコミュニティ
ビジネスの立ち上げにつな
がった事例が１件 あり、効
果があった。
▼市民活動入門講座から
新たに市民活動団体の立ち
上げにつながった事例 が1
件あり、効果があった。
▼専門講座の受講団体が
チラシを改善する等、組織
基盤強化に役立った。
▼協働まつりの来場者アン
ケート回答者のうち約80％
が「市民活動に興味をもっ
た」と答え、啓発につながっ
た。

専門相談（NPO設立・税務
相談） 50コマ開催、23人参
加
専門相談（CB／SB相談）
49コマ開催、22人参加
市民活動入門・専門講座
21回開催、延372人参加
コーディネーター養成講座
8回開催、延128人参加
市民協働まつり 18,164人・
110団体参加市民活動団
体・地縁団体・企業・学校・
行政等との交流会7回開催
99人参加

▼専門講座に会員制度を導
入し、組織基盤強化を図っ
た。
▼講師派遣や団体インターン
を実施し、人材育成を図っ
た。
▼テーマ別の交流会や、行政
との協働事業を複数実施し、
団体間・セクター間の交流を
図った。
▼商工会議所等の創業支援
機関との共催を実施した。
▼市民活動団体の情報発信
力強化と協働機会の増加を
目的として、ポータルサイトを
リニューアルした。

専門相談（NPO設立・税務相
談） 37件開催、46人参加
専門相談（CB／SB相談） 31
件開催、36人参加
市民活動入門・専門講座 19
回開催、延279人参加
コーディネーター養成講座 8
回開催、延83人参加
市民協働まつり 18,289人・
128団体参加
市民活動団体・地縁団体・企
業・学校・行政等との交流会２
回開催 59人参加

▼感染症に対応し、各種講
座・イベントをオンライン化し
て実施した。
▼市民活動団体にヒアリング
を行う、感染症による課題を
把握した。
▼市民活動団体のオンライン
化のサポートを講座等により
実施した。
▼協働まつり等を通じて地縁
団体と連携した。
▼市民の声を運営に反映さ
せるためのワークショップを実
施した。

【以下、R3.2月末時点】
専門相談（NPO・CB/SB相
談） 41件開催、52人参加
市民活動入門・専門講座 19
回開催、延308人参加
コーディネーター養成講座 中
止
市民協働まつり 110団体参加
市民活動団体・地縁団体・企
業・学校・行政等との交流会２
回開催 43人参加

講座・イベント・相談等を通じ
て、まちづくりの担い手育成
に継続して取り組んできた。

◎
協働推進課・

地域コミュニティ課

☆地域まちづくりの情報提
供の充実検討（自治会等
の地縁組織、祭り等の催
事の情報提供など）

広報紙、HP、回覧板、掲示
板等を活用し情報発信を
実施している。

継続して実施してきた。 ◎ 地域コミュニティ課

☆まちづくり組織・住まい
づくりの専門家をつなぐ仕
掛け・仕組みづくりの検討
（各組織・専門家の情報発
信の機会、相互のマッチン
グのためのコーディネート
など）

× 住宅課

☆住まいづくりに係る話し
合いの機会・場の検討

市民協働推進事業におい
て、各活動団 体リーダー
学習会、情報共有と双方
向のコミュニケーション機
能の拡充と して、市民協
働のまちづくりカフェを実施
する。　延べ117人参加

市民協働推進事業におい
て、市民協働のまちづくり
カフェを実施 延べ98人参
加

市民協働推進事業におい
て、市民協働のまちづくり
カフェを実施 延べ100人参
加

市民協働推進事業におい
て、市民協働のまちづくり
カフェを実施 延べ69人参
加

新型コロナウイルスの影響
により、市民協働のまちづ
くりカフェは未実施。

話し合いのテーマを住まいづ
くりに特化しているわけでは
ないが、広く地域のまちづくり
について気軽に話し合える場
づくりに取り組んでいる。

〇 協働推進課

☆住まいづくりの担い手に
よる、意見交換の機会・場
づくりの検討（住まいづくり
の主要課題に対応した研
究会など）[再掲]

住まいづくり情報交換会の
開催（市・宅建）

住まいづくり情報交換会の
開催（市・全日）、住宅セー
フティネット検討会の開催

住まいづくり情報交換会の
開催（市・建築士事務所協
会）、住宅セーフティネット
検討会の開催

住まいづくり情報交換会の
開催（市・宅建、市・全
日）、府中市居住支援協議
会設立準備会の開催

住まい探しにお困りの高齢
者、障害者等の入居を支
援するため、令和2年7月
に、市内の不動産団体、建
築関係団体、居住支援団
体、府中市が連携し、「府
中市居住支援協議会」を
設立

「府中市居住支援協議会」の
設立と、当協議会の活動に
より、居住の安定確保のため
の環境整備のより一層の推
進が期待される。[再掲]

◎ 住宅課

☆住まいに係る情報提供・
相談窓口の充実の検討
（関係課の支援策等の総
合的な情報提供、多様な
相談に応える住宅建築相
談会等の充実）[再掲]

住宅セーフティネット住ま
い相談の新設

令和2年7月に、「府中市居住
支援協議会」を設立。当協議
会の主要事業として、住宅確
保要配慮者を対象とした相
談事業を開始した。［再掲］

◎ 住宅課

④コミュニティをはぐく
む住まいづくり

⑤住まいづくりの担い
手の連携による、住ま
いづくりサポートの充
実
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